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１．18 年 11 月中間期の連結業績（平成 18 年６月１日～平成 18 年 11 月 30 日） 
(1) 連結経営成績                            （記載金額は百万円未満切り捨て表示） 

 売  上  高 営 業 利 益 経 常 利 益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18 年 11 月中間期 26,215 (△0.6) 207 (―) 334 (190.4)

17 年 11 月中間期 26,373 (3.8) △8 (―) 115 (88.5)

18 年 ５月期 52,550 236 493 

 

 中間(当期)純利益 
１株当たり中間 
（当期）純利益 

潜在株式調整後１株当 
たり中間(当期)純利益 

 百万円 ％ 円 銭 円 銭

18 年 11 月中間期 △1,335 (―) △124 91 ― ― 

17 年 11 月中間期 43 (79.2) 4 05 ― ― 

18 年 ５月期 307 28 75 ― ― 

(注) 1. 持分法投資損益 18 年 11 月中間期 ―百万円 17 年 11 月中間期 ―百万円 18 年５月期 ―百万円 
   2. 期中平均株式数（連結）18 年 11 月中間期 10,690,938 株  17 年 11 月中間期 10,690,768 株 
                18 年 ５月期   10,690,768 株 
   3. 会計処理の方法の変更    無 
   4. 売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

 

(2) 連結財政状態                            （記載金額は百万円未満切り捨て表示） 

 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円 銭

18 年 11 月中間期 24,543 7,871 32.1 736 29 

17 年 11 月中間期 26,117 9,029 34.6 844 64 

18 年 ５月期 25,965 9,297 35.8 869 66 

(注) 期末発行済株式数（連結）18 年 11 月中間期 10,691,168 株  17 年 11 月中間期 10,690,768 株 
               18 年 ５月期   10,690,768 株 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況                    （記載金額は百万円未満切り捨て表示） 

 
営 業 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高 

 百万円 百万円 百万円 百万円

18 年 11 月中間期 △204 82 △113 4,430 

17 年 11 月中間期 179 △38 219 3,505 

18 年 ５月期 851 467 201 4,665 

 

(4) 連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
   連結子会社数 ３社  持分法適用非連結子会社数 ―社  持分法適用関連会社数 ―社 

 

(5) 連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
   連結(新規)  ―社  (除外)  ―社    持分法(新規)  ―社  (除外)  ―社 

 

２．19 年５月期の連結業績予想（平成 18 年６月１日～平成 19 年５月 31 日） 

 売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 

 百万円 百万円 百万円

通   期 55,310 776 △1,071 

(参考) １株当たり予想当期純利益（通期）△100 円 25 銭 
上記の業績予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因に係る
本資料発表日現在における仮定を前提としており、実際の業績は、今後、様々な要因によって異なる結果となる可能性
があります。業績予想に関する事項等につきましては、添付資料の８ページをご参照願います。 



 ＜１＞企業集団の状況         （添付書類） 
 

 当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、常盤薬品株式会社（当社）、子会社３社により構成されており、医薬品

の販売を主な事業としているほか、これらに付随する医療関連事業等を営んでおります。 

 事業内容と当社グループの当該事業にかかる位置付けは次のとおりであります。 
 

事業区分 事業 主要取扱品 会社名 

医療用医薬品事業 販売 医療用医薬品、分割医療用医薬品 
当社 

ディー・エス・シー㈱ 

一般用医薬品事業 販売 一般用医薬品 当社 

試薬事業 販売 検査試薬 当社 

医
薬
品
等
卸
売
事
業 

医療器械・用具事業 
販売 
受託 

医療器械・用具、医療雑貨品、院
内物品管理配送受託事業、臨床検
査物等の集荷配送受託事業 

当社 

介護・福祉用具の販売、レンタル事業 
販売 
レンタル

介護・福祉用具 当社 

ゴルフ場 経営 ゴルフ場経営、ゴルフ用品販売 (株)エバ－ス 

食品、景品、雑貨販売事業 販売 贈答品、景品、食品、雑貨等 
当社 

(株)エバース 

そ
の
他
事
業 

害虫駆除 施工 白蟻駆除等 常盤ピーシーオー(株)

 

 当社グループの主要な事業系統図は次のとおりであります。 

 

商品・建物賃貸・事務受託

商品

商品

商品・建物賃貸

お
得
意
先
及
び
お
客
様

常
盤
薬
品
株
式
会
社

お
得
意
先
及
び
お
客
様

常盤ピーシーオー㈱

ディー・エス・シー㈱

㈱エバース

関連当事者
枝廣圭介（当社代表取締役会長）仕入債務保証

関連当事者
枝廣弘巳（当社代表取締役社長）仕入債務保証

 
 

 (注) 当中間連結会計期間において関係会社の異動はありません。 
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 ＜２＞経 営 方 針  
 

１．経営方針 
 医薬品を扱う当社グループは、「人間の生命に直接関与する医薬品、その関連商品とサービスとを適時に提供す

る」という社会的使命を従業員一人一人が強く自覚し、創業以来「医薬品及びその関連商品の適正流通とサービス

とを通して地域社会へ貢献する」という経営理念のもと、地域に密着した経営活動を行っております。 

 さて、現在の医薬品卸業界は政府の医療財源の是正を目的とした「薬価基準」や「医療制度」等の改正により大

きな変革期にあります。 

 このような変化に対し、当社グループは次の取り組みを強化いたします。 

(1) 得意先のニーズやウォンツに対する高付加価値サービスを創造し、提供し続けること等により、ＣＳ(顧客満

足)経営に徹し、「地域医薬品卸の雄」となること。 

(2) 新規事業の育成等により、企業ブランドを確立し、「保健総合エンタープライズ」へ変容すること。 

 また、役員及び幹部社員を中心にコンプライアンス重視の企業風土を醸成するとともに、自発的なディスクロー

ジャーに重点を置き、株主の皆様にタイムリーに情報を開示するよう鋭意努力してまいります。 

 以上の経営方針のもと、株主各位や地域社会は勿論のこと、当社グループのあらゆるステークホルダーから「末

永く信頼される企業」へ企業価値を高めることを最大の目的として企業活動を推進いたします。 

 

２．利益配分に関する基本方針 
 当社グループは、株主各位に対する利益還元を経営の最重要施策と位置付けております。この方針に基づき、経

営基盤を強化することにより業績向上を果たし、利益状況や配当性向を勘案し、積極的に利益配分を行ってまいり

ます。特に今後につきましては、配当性向の向上を重視してまいります。 

 内部留保金につきましては、業界環境の厳しい中、競合他社に対する優位性の確保、地域密着型戦術の強化、関

連新規事業への参入等により継続的な業績の伸展を図るため、事業拡大と経営基盤の強化に重点的に投資してまい

ります。 

 また、株主各位の日頃のご支援に報いるべく、株主優待制度(１単元(1,000 株)以上ご所有の株主様に対し、当

社オリジナルカレンダーを謹呈)を実施させていただいておりますが、今年も、これに加えてカレンダーの原画を

抽選によりプレゼントさせていただきます。今後も付加価値を高めるという方針のもと、喜ばれる株主優待を検討

してまいります。 

 

３．投資単位の引下げに関する考え方及び方針等 
 投資単位の引下げに関しましては、①株主各位への還元 ②株式の流動性の向上等をも同時に実現すべく、平成

16 年７月 15 日に１株を２株とする株式分割を実施いたしました。 

 更なる投資単位の引下げに関しましては、今後の経済動向、株価及び流動性等を総合的に勘案し、タイムリーに

積極的な対応を行ってまいりたいと考えております。 

 

４．目標とする経営指標 
 当社グループは、重要な経営指標として連結ＲＯＥ(純資産利益率)を重視しております。薬価基準や医療制度の

改正に伴い売上総利益率が低下傾向にある業界の潮流の中で、新中期３年計画(ＡＴＡＣ)を達成することにより、

以下の連結ＲＯＥ達成を目標としており、長期的には連結ＲＯＥ ６％を考えております。 

 連結ＲＯＥを最重視し、この目標を達成することで企業価値を高め、株主各位から「末永く信頼される企業」へ

向けて経営活動を行っております。 
 

第 50 期 

平成15年５月期実績 

第 51 期 

平成16年５月期実績 

第 52 期 

平成17年５月期実績 

第 53 期 

平成18年５月期実績 

第 54 期(予想) 

平成19年５月期計画 

3.9％ 0.4％ 1.1％ 3.4％ △13.6％ 

(注)1. 第 51 期(平成 16 年５月期)は、早期退職者優遇措置の実施による特別退職金２億 38 百万円を特別損失に

計上いたしました。 

  2. 第 54 期(平成 19 年５月期)は、当中間連結会計期間において、当社グループの連結子会社㈱エバースの減

損損失 15 億５百万円を特別損失に計上いたしましたが、それを勘案した予想数値であります。 
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５．中長期的な経営戦略 
 当社グループは、中長期的にお得意先である地域医療機関等とのつながりをさらに深耕することにより、「地域

医薬品卸の雄」を、また医療、介護、福祉をひとくくりとした日本社会の変遷に対応して参入した医療関連分野の

新規事業の育成により、「保健総合エンタープライズ」への変容を目指しております。 

 具体的には、現在当社の主力事業である医療用医薬品事業につきましては、卸機能の変化に伴い、得意先に対す

る高付加価値を創造し、提供することにより、得意先とのつながりを一層深耕いたします。 

 新規事業の育成に関しましては、年々売上高構成比率が高まっている保険調剤薬局のニーズに対応するため、分

割医療用医薬品事業を山口県全域で展開するとともに、院内物品管理配送受託事業、介護・福祉用具の販売、レン

タル事業の育成、拡大を強力に推進し、「医療用医薬品、一般用医薬品」以外の事業(医療器械・用具、介護・福祉

用具販売・レンタル事業、その他)の売上高構成比をさらに高める計画です。 

 一方、着々と進んでいるローコスト経営の推進につきましても、コスト構造を多角的に分析し、抜本的な構造改

革を行っており、更に進める計画です。 

 上記の長期的計画のもと、第 52 期事業年度を初年度とする新中期３年計画を策定いたしました。この新中期３

年計画は、「全従業員がベクトルを合わせて邁進しよう」というスローガンのもと、「変化の激しい市場環境に適応

すべく全従業員が積極的に挑戦し続ける」という意味で「ＡＬＬ ＴＯＫＩＷＡ ＡＣＴＩＶＥ ＣＨＡＬＬＥＮ

ＧＥ」(略称・ＡＴＡＣ)と命名いたしました。その主たる内容は、 

(1) 第 54 期事業年度に単体の売上高 550 億円の達成と営業利益５億円の復活 

(2) 営業部門毎の収支バランスの管理強化 

(3) 物流改革の推進 

(4) ローコスト経営の推進 

(5) リスク管理の徹底 

(6) 人事制度、評価制度の改革 

(7) 教育体系の改革 

であります。 

 現在の激変する業界環境の中で、中長期的な経営戦略の実現のため、新中期３年計画(ＡＴＡＣ)の目標達成に向

けて全力を尽くしてまいります。 

 

６．会社の対処すべき課題 
 当社グループのドメインである医療用医薬品の市場は、ここ数年来、政府の医療財源の是正を目的とした薬価基

準改正や診療報酬改正などの医療費抑制政策が次々と施行されるといった縮小要因と、高齢化社会の伸展や生活習

慣病関連の大型新薬の開発などの拡大要因とが重なり、結果として２％～３％の微増基調が続いており、この傾向

は今後も続くものと思われます。 

 また、これらの抑制政策は医薬品卸業界だけでなく、製薬業界や医療機関も含めた、いわゆる「川上から川下ま

で」、医薬品の製造から流通に携わる全ての業界に大きな変化を迫っております。特に医薬品卸業界は、製薬業界

や医療機関の変化の中で、売上総利益率の急激な低下という利益面で非常に厳しい環境下に置かれており、スケー

ルメリットを追求するための業務提携や合併などによる業界の再編成が加速し、広域化が急進しております。 

 このような厳しい業界環境の中で、当社は「地域密着型の経営の推進」と「保健総合エンタープライズへの変容」

を経営戦略の柱に据えて改革を推進してまいりましたが、今後もこの戦略の実現に向けて取り組みを強化してまい

ります。この戦略実現に向けての最大のポイントは、 

(1) ＣＳ(顧客満足)を最大に具現化できる当社独自の付加価値サービスの確立 

(2) 営業のビジネスモデルの再構築によるローコスト経営の徹底 

と考えており、第54期事業年度は、第52期事業年度を初年度とする新中期３年計画(ＡＴＡＣ)の最終年度であり、

完遂に向けて改革のスピードを高めて行く決意であります。 

  

 
新中期３年計画 

 

ＡＴＡＣ（ＡＬＬ ＴＯＫＩＷＡ ＡＣＴＩＶＥ ＣＨＡＬＬＥＮＧＥ） 

～全従業員がベクトルを合わせて邁進しよう～ 

１ 第54期事業年度に単体の売上高550億円の達成と営業利益５億円の復活 

２ 営業部門毎の収支バランスの管理強化 

３ 物流改革の推進 

４ ローコスト経営の推進 

５ リスク管理の徹底 

６ 人事制度、評価制度の改革 

７ 教育体系の改革 
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７．関連当事者(親会社等)に関する事項 
 当社は親会社等を有していないため、当項目に記載すべき事項はありません。 

 

８．内部管理体制の整備・運用状況 
 当該事項については、有価証券上場規程第８条の３及び適時開示規則第 10 条第３項に規定するコーポレート・ガ

バナンスに関する報告書の「内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況」に記載し開示しておりま

す。 

 

９．その他、会社の経営上の重要な事項 
 該当事項はありません。 



 ＜３＞経営成績及び財政状態  
 

１．経営成績 
（1）当中間連結会計期間の業界動向 

 当中間連結会計期間の医薬品卸業界は、高齢化の伸展やこれに伴う生活習慣病予防関連薬の需要の拡大もあり
ましたが、平成 18 年４月に施行された薬価基準改正(平均 6.7％引下げ)や国立病院機構による全国規模での共同
購入の実施やジェネリック(後発品)の使用促進が強化された影響もあり、微増であったと予測されております。 
 しかしながら、利益面では、ここ数年、過当な価格競争により、販売価格の低下傾向が続き、売上総利益率が
低下しておりましたが、医薬品卸業界全体に合理的な取引交渉により、適正価格での取引が浸透したこともあり、
総じて前年同期比を上回る結果となりました。 
 

（2）当中間連結会計期間の当社グループの取り組み 

 当社グループはこのような環境に対応すべく、「医薬品及びその関連商品の適正流通とサービスとを通して地域
社会へ貢献する」という経営理念のもと、「地域医薬品卸の雄」並びに「保健総合エンタープライズへの変容」を
目指し、地域密着型経営をさらに推進しております。 
 さて、この方針を具現化するため、当社グループは第 52 期事業年度を初年度とする新中期３年計画(ＡＴＡ
Ｃ)(前３頁ご参照)を策定いたしました。当連結会計年度(第 54 期事業年度)は、このＡＴＡＣの最終年度であり、
当期を仕上げの事業年度として位置づけ、「全従業員がベクトルを合わせて邁進しよう」をスローガンに掲げ、こ
の計画の達成に向けて、全力を傾注してまいりました。 
当中間連結会計期間に取り組みました具体的内容は次のとおりであります。 

① 社内の活性化、業務改革及び人材育成を目的とした５つのプロジェクトチームの発足による改革 

② 価格管理体制の強化 

③ 当社独自の受発注システムや在庫管理システムの導入の推進 

（お得意先の経営効率につながる付加価値サービスの提供） 

④ 開業医市場への営業強化 

⑤ 物流システムの抜本改革(在庫の適正化) 

⑥ 債権管理システムの強化 

⑦ 契約社員、パートタイマー比率の向上と戦力化 

⑧ 独自の研修体系の確立 

 

（3）当中間連結会計期間の業績 

 激変する環境の中で前記の取り組みの結果、当中間連結会計期間の売上高は、国立病院機構による共同購入の
入札が不調に終わったことや、ジェネリック(後発品)の使用促進が進んだことで、262 億 15 百万円（前年同期比
0.6％減、１億 58 百万円減）と微減収となりました。利益につきましては、売上総利益率を 0.8 ポイント、販管
費率を 0.1 ポイント改善したこととにより、営業利益は２億７百万円（前中間期は８百万円の営業損失）、経常利
益は３億 34 百万円（前年同期比 190.4％増、２億 19 百万円増）と大幅増益になりました。 
 しかしながら、当社グループの連結子会社㈱エバースについて、現時点の損益状況から、所期の事業計画を達
成できないことが確実な情勢となったことと、当該事業計画を前提として固定資産への投資額全額の回収が可能
との判断が成り立たなくなったこととにより、当該子会社の保有する固定資産について減損処理を行い、15 億５
百万円の減損損失を特別損失に計上したことにより、13 億 35 百万円の中間純損失(前中間期は 43 百万円の中間
純利益)となりました。 
 

 連結売上高 
連結営業利益

(△損失)
連結経常利益

中間(当期)純

利益(△損失) 
１株当たり中間

(当期)純利益

百万円 百万円 百万円 百万円 円  銭前 中 間 連 結 会 計 期 間 

自平成 17 年 ６月 １日 

至平成 17 年 11 月 30 日 
26,373 

(3.8) 

△8 

(―) 

115 

(88.5) 

43 

(79.2) 

4  05 

 

当 中 間 連 結 会 計 期 間 

自平成 18 年 ６月 １日 

至平成 18 年 11 月 30 日 

26,215 

(△0.6) 

207 

(―) 

334 

(190.4) 

△1,335 

(―) 

△124  91 

 

前 連 結 会 計 年 度 

自平成 17 年６月 １日 

至平成 18 年５月 31 日 

52,550 

(0.9) 

236 

(―) 

493 

(105.4) 

307 

(207.0) 

28  75 

 

(注) (  )は対前期増減率であります。 
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（4）当中間連結会計期間の事業区分別売上高 

    当中間連結会計期間の事業区分別売上高は次のとおりであります。 

（単位：百万円） 

 
前中間連結会計期間 
自平成 17 年 ６月 １日 

至平成 17 年 11 月 30 日 

当中間連結会計期間 
自平成 18 年 ６月 １日 

至平成 18 年 11 月 30 日 

前連結会計年度 
自平成 17 年６月 １日 

至平成 18 年５月 31 日 

医療用医薬品事業 22,186 22,181 44,324 

一般用医薬品事業 1,090 930 2,040 

試薬事業 660 603 1,287 

医
薬
品
等 

卸
売
事
業 

医療器械・用具事業  1,926 2,078 3,985 

小 計 25,863 25,794 51,639 

その他事業 509 421 911 

合 計 26,373 26,215 52,550 
 
 

 当社グループは、事業の種類として「医薬品等卸売事業」及び「その他事業」に区分しており、全セグメント

の売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額に占める「医薬品等卸売事業」の割合がいずれも 90％

を超えているため、事業の種類別セグメントの記載は行っておりません。 

 当社グループの主要な事業である「医薬品等卸売事業」の項目別売上高を前年同期と比較すると概況は以下の

とおりであります。 

 

① 医療用医薬品 

 平成 18 年４月に実施された薬価基準改正(平均 6.7％の引下げ)や国立病院の独立行政法人化などの医療

費抑制政策により、国立病院機構やグループ保険調剤薬局等において共同購入等が次々と実施された影響を

受け続け、依然として厳しい市場環境でありました。これに対し、生活習慣病関連及び新発売の医療用医薬

品の販売を一層強化するとともに、当社独自の受発注システムの開発、提供や、付加価値を高めた地域密着

型営業戦術を一層強化しましたが、国立病院機構の入札が不調に終わったこともあり、売上高は 221 億 81

百万円(前年同期比 0.1％減)となりました。 

 

② 一般用医薬品 

 一般用医薬品の市場は、景気の影響による全国的な市場縮小が大きく影響したことに加え、ナショナルチ

ェーンドラッグストアの市場占拠率が一層高まり、全国的な物流体制のない地域密着卸にとっては、引き続

き厳しい市場環境でありました。 

 この環境に対し、ローカルチェーンドラッグストアや地域量販店にターゲットを絞り込み、独自のユーザ

ーサポート体制を充実するなどの地域密着型の営業展開を強化いたしましたが、ナショナルチェーンドラッ

グストアの当社営業エリアへの参入の影響が大きく、売上高は９億 30 百万円(前年同期比 14.7％減)となり

ました。 

 

③ 試薬 

 医療用医薬品と同様、平成 16 年４月に医療費削減を目的とした診療報酬改正が行われ、その一環として

検査保険点数の引下げが実施されました。これにより、お得意先において検査医療による収益の低下という

こともあり、価格要求は厳しい状況が続き、依然として厳しい環境でありました。 

 このような厳しい環境の中、地域基幹病院に対し、収益低下をカバーできる新しい検査器械システムの導

入などの提案型営業を強力に推進しましたが、売上高は６億３百万円(前年同期比 8.6％減)となりました。 

 

④ 医療器械・用具 

 国の医療費抑制政策が次々と施行される中、医療機関は設備投資に対し、抑制する傾向が続いております。 

 これに対し、提案型営業により、大型医療器械や付加価値の高い高度医療器械への切替えを強力に推進す

るとともに、新規に開業される得意先や開業医への販売を強化した結果、売上高は 20 億 78 百万円(前年同

期比 7.9％増)となりました。 

 

⑤ その他 

 その他部門の主要事業である(財)簡易保険加入者協会に対して行っている生鮮食品を中心とした食品小

包斡旋販売事業において、同会の解散等により、市場が大幅に縮小したことと、民間企業の健康保険組合へ

の医薬品斡旋販売の入札の不調等により、売上高は４億 21 百万円(前年同期比 17.3％減)となりました。 
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２．財政状態 
当中間連結会計期間のキャッシュ・フローの状況 

（単位：千円） 

 

前中間連結会計期間 

自平成 17 年 ６月 １日 

至平成 17 年 11 月 30 日 

当中間連結会計期間 

自平成 18 年 ６月 １日 

至平成 18 年 11 月 30 日 

前連結会計年度 

自平成 17 年６月 １日 

至平成 18 年５月 31 日 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

179,767 △204,452 851,666 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

△38,130 82,118 467,281 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

219,356 △113,066 201,727 

現金及び現金同等物中
間(期末)残高 

3,505,336 4,430,501 4,665,721 
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 当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物(以下「資金」という)は、前連結会計年度末と比較して
２億 35 百万円減少し、44 億 30 百万円(前年同期に比べ９億 25 百万円増加)となりました。当中間連結会計期
間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 
 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 
 営業活動により使用した資金は、２億４百万円(前年同期は１億 79 百万円の獲得)となりました。これは主
として、税金等調整前中間純利益が△11 億 94 百万円(前年同期と比べ 12 億 81 百万円減少)、売上債権の増減
額が△３億 54 百万円(前年同期に比べ４億 80 百万円減少)、法人税等の支払額が△２億 98 百万円(前年同期に
比べ２億 35 百万円減少)ありましたが、減損損失を 15 億５百万円(前年同期に比べ 14 億 73 百万円増加)計上
したことによるものであります。 
 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 
 投資活動により獲得した資金は、82 百万円(前年同期に比べ１億 20 百万円増加)となりました。これは主と
して、有価証券の取得による支出△15 億５百万円(前年同期に比べ８億３百万円減少)がありましたが、有価証
券の売却・償還による収入が 17 億７百万円(前年同期に比べ 12 億５百万円増加)あったことによるものであり
ます。 
 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 
 財務活動により使用した資金は、１億 13 百万円(前年同期に比べ３億 32 百万円減少)となりました。これは
主として、配当金の支払 95 百万円(前年同期は 74 百万円)によるものであります。 
 
 

（キャッシュ・フロー指標のトレンド） 
 

平成 17 年５月期 平成 18 年５月期 平成 19 年５月期
 

中 間 期 末 中 間 期 末 中 間 

自己資本比率（％） 35.8 35.4 34.6 35.8 32.1 

時価ベースの自己資本比率（％） 17.1 18.0 18.7 21.8 22.8 

債務償還年数（年） 6.8 3.1 5.6 1.2 ― 

インタレスト・カバレッジ・レシオ 71.0 82.6 54.1 120.2 ― 

  (注)1. 各キャッシュ・フロー指標は、全て連結ベースの財務数値により算出しております。 
2. 時価ベースの自己資本比率における株式時価総額は、期末株価終値×期末自己株式数控除後の期末発行
済株式数により算出しております。 

3. 債務償還年数及びインタレスト・カバレッジ・レシオ算出における営業キャッシュ･フローは連結キャ
ッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ･フローを、有利子負債は、連結貸借対照表に計上
されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を、利払いについては、連結キャッシュ・フロー
計算書の利息支払額を使用しております。 

4. 各指標の算出式は次のとおりであります。 
  自己資本比率：自己資本／総資産 
  時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 
  債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 
  インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 
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３．通期の見通し 
わが国の保険財源は急激な少子高齢化の伸展に伴い、危機的な悪化が予測されております。このため、抜本的
な医療制度の改革は先送りとなりましたが、昨年(平成 18 年４月)には「薬価基準改正」、「診療報酬改正」が実施
されました。これらの改正はお得意先である医療機関の経営にもマイナスの影響が生じるとともに、医療機関の
医薬品卸に対するバイイングパワーが一層高まり、これに伴う競合他社との価格競争の激化も予想されます。ま
た、ジェネリック(後発品)の使用促進がさらに進むことも予測され、医薬品卸業界の経営環境は不透明感を増す
ものと思われます。 
当社グループはこのような変化をチャンスとしてとらえ、変化に迅速に対応できる柔軟で堅実な経営基盤をさ
らに強化いたします。具体的には、当社独自の在庫管理・発注システムなどの付加価値サービスを提供すること
により、お得意先との接点をさらに強化いたします。また、新物流システムを本格的にスタートさせるとともに
ローコスト経営の推進と価格管理を一層強化することで、社内管理体制をスピードをあげて改革し強化してまい
ります。さらに、社内の活性化、人材育成を目的とした５つのプロジェクトチームによる改革を強力に推進いた
します。そして、「医薬品及びその関連商品の適正流通とサービスとを通して地域社会に貢献する」という経営理
念のもと、「地域密着型経営の強化」と「新規事業の育成」により、「地域医薬品卸の雄」並びに「保健総合エン
タープライズへの変容」という経営戦略の実現に努めてまいります。 
通期の連結業績につきましては、スピードある改革を一層強化することで、連結売上高 553 億 10 百万円（前期
比 5.3％増、27 億 60 百万円増）、連結経常利益７億 76 百万円（前期比 57.4％増、２億 83 百万円増）を見込んで
おります。尚、連結当期純利益につきましては、当社グループの連結子会社㈱エバースについて、現時点の損益
状況から、所期の事業計画を達成できないことが確実な情勢となったことと、当該事業計画を前提として固定資
産への投資額全額の回収が可能との判断が成り立たなくなったこととにより、当該子会社の保有する固定資産に
ついて減損処理を行い、15 億５百万円の減損損失を特別損失に計上するため、10 億 71 百万円の損失となる見込
みです。但し、これによる影響は一過性のものであり、期末配当金については、当初の予定どおり１株につき９
円を予定しております。 
 

 連結売上高 連結営業利益 連結経常利益 
連結当期純利益 
(△損失) 

１株当たり 
当期純利益 

 百万円 百万円 百万円 百万円 円 銭
平成 19 年５月期 
（ 予 想 ） 

55,310 513 776 △1,071 △100 17 

平成 18 年５月期 52,550 236 493 307 28 75 

 ％ ％ ％ ％  
増 減 率 5.3 117.4 57.4 ― ― 

 

 

４．事業等のリスク 
中間決算短信に記載した経営成績及び財政状態に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性
のある事項には、以下のようなものがあります。 
ただし、当社グループは、事業の種類として「医薬品等卸売事業」及び「その他事業」に区分しており、全セグ
メントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額に占める「医薬品等卸売事業」の割合がいずれも
90%を超えているため、以下の「事業等のリスク」は、主として「医薬品等卸売事業」のリスクに係るものであり
ます。 

 
（1）財政状態及び経営成績の異常な変動に係るもの 

① 薬価基準改正について 
 当社グループの主要取扱商品である医療用医薬品は、すべて薬価基準に収載されております。薬価基準と
は、厚生労働大臣が「健康保険法」の規定による療養に要する費用の額の算定方法を告示したものであり、
保険医療で使用できる医薬品そのものの範囲と医療機関が使用した医薬品の請求価格とを定めたものであ
ります。従って、薬価基準は、当社グループの販売価格の上限という意味をもっております。 
 この薬価基準は、市場における実勢価格を正確に薬価基準に反映させることを目的に、厚生労働省自らが
市場価格を調査し、その結果に基づき原則として２年に１回改正されております。 
 現行の薬価算定方式は、厚生労働省が調査した市場の実勢価格に現行薬価の一定割合を上乗せする方式で
ありますが、一部の低薬価品目を除き現行薬価が上限とされているので薬価基準は改正の都度概ね引き下げ
られることになります。このため販売価格の上限も改正の都度低下することになり、市場価格も低下する傾
向にあります。この薬価基準改正は、当社グループの経営成績に大きな影響を与えます。 

 
② 納入価格未妥結取引について 

 当中間連結会計期間における当社グループの売上高の 84.6％を占める医療用医薬品事業において、取扱
商品が直接生命に係わるものであるため、社会的観点から納入を中止することができません。そのため、納
入価格が未決定のまま医療機関等に納品し、その後で価格を決定するという特異な取引形態を一部で実施し
ております。従って、価格交渉に時間を要す場合、及び予想以上に納入価格が低くなった場合には、当社グ
ループの経営成績に影響を与える可能性があります。 
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③ 割戻金及び販促報奨金について 

 当社グループのドメインの医療用医薬品事業における利益体系には、売買差益(いわゆる販売価格と仕入
価格との差)以外に医薬品メーカーからの割戻金と販促報奨金とがあります。 
 割戻金は仕入金額などに対して割戻率が設定されており、販促報奨金は医薬品メーカーと医薬品卸との契
約に基づき、数量や販売軒数などに応じて支払われるものであります。 
 割戻金と販促報奨金は仕入価格の引下げにつながるもので、当社グループにとっては売上総利益率に大き
な影響を与えますので医薬品メーカーの対卸戦略の変化の内容により当社グループの経営成績に大きな影
響を与える可能性があります。 
 

④ デリバティブ取引について 
 当社グループは、効果的かつ効率的な資金運用のため、運用資金の上限設定及びリスク分散を基本方針と
して他社株転換社債等のデリバティブが組み込まれた複合金融商品への投資を行なっております。従って対
象銘柄の株価下落などにより、損失が発生し、評価損の計上が必要となり業績に影響を与える可能性があり
ます。 
 

（2）特有の法的規制等に係るもの 
 当社グループは、医薬品卸売業として各種の医薬品及びその関連商品を取扱っております。生命に係わる商品
であり主に薬事法等の規定により、本社並びに各支店、営業所が所轄の都道府県知事より必要な許可、登録、指
定及び免許を受け、あるいは監督官公庁に届出の後、営業活動を行っております。 
 当社グループの許可、免許、届出をしている内容は以下のとおりであります。 
 

許可、登録、指定、免許の種類 有効期限 関連する法令 登録等の交付者

医薬品販売業許可(卸売一般販売業) ６年 薬事法第 24 条第１項 所轄の知事 

医薬品販売先等変更許可 許可日より 薬事法第 26 条第３項 同上 

麻薬卸売業免許 
免許日より翌年の 12
月 31 日まで 

麻薬及び向精神薬取締法第
３条第１項 

同上 

覚せい剤原料取扱者指定 
指定日より４年経過
後の 12 月 31 日まで 

覚せい剤取締法第 30 条の２ 同上 

毒物劇物一般販売業登録 ６年 毒物及び劇物取締法第４条 同上 

動物用医薬品一般販売業許可 ６年 薬事法第 24 条第１項 同上 

農薬販売業届 届出日より 農薬取締法第８条 同上 

高度管理医療機器等販売業・賃貸業許可 ６年 薬事法第 39 条第１項 同上 

特定計量器販売事業届 届出日より 計量法第 51 条 同上 

医療機器修理業許可 ５年 薬事法第 40 条の２ 同上 

   (注) 有効期限のある許可、登録、指定、免許については、速やかに更新手続きを行っております。 
 
（3）役員、従業員、大株主、関係会社等に関する重要事項に係るもの 

 当社の代表取締役２名(枝廣圭介、枝廣弘巳)は各々、当社仕入先２、同１社の仕入債務に対する保証を行って
おります。なお、担保の提供は行っておりません。 
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 中間連結貸借対照表  
（単位：千円） 

前中間連結会計期間末

(平成17年 11月 30日現在)

当中間連結会計期間末

(平成18年 11月 30日現在)

前連結会計年度の要約連結貸借対照表

(平成 18 年５月 31 日現在) 

期別 

 

科目 金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 構成比

（資産の部）  ％ ％  ％

Ⅰ 流動資産    

１．現金及び預金   3,896,304 4,526,614  4,764,338

２．受取手形及び売掛金   12,549,066 12,422,501  12,067,696

３．有価証券   238,366 3,886  102,342

４．たな卸資産   2,945,554 2,681,602  2,619,755

５．繰延税金資産   96,783 187,279  149,586

６．その他   615,884 645,482  731,407

７．貸倒引当金   △5,685 △10,157  △7,393

流動資産合計   20,336,274 77.9 20,457,210 83.4  20,427,733 78.7

Ⅱ 固定資産    

(1)有形固定資産 ※1   

１．建物及び構築物 ※2  1,219,445 803,328  1,184,042

２．土地 ※2  2,948,965 1,760,588  2,872,813

３．その他   70,333 48,775  69,611

有形固定資産合計   4,238,744 16.2 2,612,692 10.6  4,126,467 15.9

(2)無形固定資産   168,588 0.6 137,861 0.6  151,804 0.6

(3)投資その他の資産    

１．投資有価証券 ※2  630,359 648,032  527,298

２．繰延税金資産   350,763 337,240  360,945

３．その他   399,672 356,420  377,803

４．貸倒引当金   △6,680 △6,433  △6,617

投資その他の資産合計   1,374,114 5.3 1,335,259 5.4  1,259,429 4.8

固定資産合計   5,781,447 22.1 4,085,813 16.6  5,537,701 21.3

資産合計   26,117,722 100.0 24,543,024 100.0  25,965,435 100.0
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（単位：千円） 

前中間連結会計期間末 

(平成 17 年 11 月 30 日現在) 

当中間連結会計期間末 

(平成18年11月30日現在) 

前連結会計年度の要約連結貸借対照表

(平成 18 年５月 31 日現在)

期別 

 

科目 金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 構成比

（負債の部）  ％ ％  ％

Ⅰ 流動負債        

１．支払手形及び買掛金    ※2  13,562,064 13,182,510   12,935,011

２．短期借入金  1,000,000 1,000,000   1,000,000

３．未払法人税等  74,260 157,380   304,718

４．賞与引当金  136,249 156,643   156,467

５．返品調整引当金  19,000 20,700   20,500

６．その他  257,104 262,338   269,636

流動負債合計  15,048,679 57.6 14,779,574 60.2  14,686,333 56.6

Ⅱ 固定負債     

１．退職給付引当金  783,066 723,320   756,714

２．役員退職慰労引当金  137,498 130,341   141,589

３．受入保証金  975,346 930,746   958,146

４．その他  143,318 107,257   125,312

固定負債合計  2,039,230 7.8 1,891,666 7.7  1,981,762 7.6

負債合計  17,087,910 65.4 16,671,240 67.9  16,668,096 64.2

    

（資本の部）    

Ⅰ 資本金  607,770 2.3 ― ―  ― ―

Ⅱ 資本剰余金  587,917 2.3 ― ―  ― ―

Ⅲ 利益剰余金  7,806,611 29.9 ― ―  ― ―

Ⅳ その他有価証券評価差額金  30,563 0.1 ― ―  ― ―

Ⅴ 自己株式  △3,051 △0.0 ― ―  ― ―

資本合計  9,029,811 34.6 ― ―  ― ―

負債資本合計  26,117,722 100.0 ― ―  ― ―
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（単位：千円） 

前中間連結会計期間末 

(平成 17 年 11 月 30 日現在) 

当中間連結会計期間末 

(平成18年11月30日現在) 

前連結会計年度の要約連結貸借対照表

(平成 18 年５月 31 日現在)

期別 

 

科目 金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 構成比

（純資産の部）  ％ ％  ％

Ⅰ 株主資本    

１．資本金  ― ― 607,770 2.5  607,770 2.3

２．資本剰余金  ― ― 588,015 2.4  587,917 2.3

３．利益剰余金  ― ― 6,639,027 27.0  8,070,618 31.1

４．自己株式  ― ― △2,938 △0.0  △3,051 △0.0

   株主資本合計  ― ― 7,831,874 31.9  9,263,255 35.7

Ⅱ 評価・換算差額等    

  その他有価証券評価差額金  ― ― 39,908 0.2  34,083 0.1

  評価・換算差額等合計  ― ― 39,908 0.2  34,083 0.1

 純資産合計  ― ― 7,871,783 32.1  9,297,338 35.8

 負債純資産合計  ― ― 24,543,024 100.0  25,965,435 100.0



 中間連結損益計算書  
（単位：千円） 

前中間連結会計期間 

自 平成 17 年 ６月 １日 

至 平成 17 年 11 月 30 日 

当中間連結会計期間 

 自 平成 18 年 ６月 １日 

 至 平成 18 年 11 月 30 日 

前連結会計年度の要約連結損益計算書

自 平成 17 年６月 １日 

至 平成 18 年５月 31 日 

期  別 
 
 
 
科  目 金額 百分比 金額 百分比 金額 百分比

   ％ ％  ％

Ⅰ 売上高   26,373,618 100.0 26,215,692 100.0  52,550,861 100.0

Ⅱ 売上原価   24,363,677 92.4 24,012,573 91.6  48,263,564 91.8

   売上総利益   2,009,941 7.6 2,203,119 8.4  4,287,297 8.2

   返品調整引当金戻入額   21,300 0.1 20,500 0.1  21,300 0.0

   返品調整引当金繰入額   19,000 0.1 20,700 0.1  20,500 0.0

   差引売上総利益   2,012,241 7.6 2,202,919 8.4  4,288,097 8.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1  2,020,822 7.6 1,995,887 7.6  4,051,463 7.7

   営業利益又は営業損失(△)  △8,581 △0.0 207,031 0.8  236,633 0.5

Ⅳ 営業外収益     

 １．受取利息  26,444 41,685  65,272 

 ２．受取配当金  4,911 5,097  9,053 

 ３．投資有価証券売却益  5,696 5,916  ― 

 ４．受入手数料  66,559 69,180  137,567 

 ５．受取地代家賃  15,511 12,151  28,145 

 ６．その他  11,127 130,250 0.5 10,412 144,443 0.6 31,254 271,293 0.5

     

Ⅴ 営業外費用       

 １．支払利息  2,697 6,025  7,702 

 ２．有価証券評価損  3,832 ―  ― 

 ３．投資有価証券評価損  ― 10,292  ― 

 ４．消費税等調整差額  ― ―  5,242 

 ５．その他  42 6,571 0.0 270 16,588 0.1 1,140 14,086 0.0

   経常利益   115,096 0.5 334,886 1.3  493,840 1.0

Ⅵ 特別利益       

 １．災害保険金収入  ― 2,721  ―   

 ２．固定資産売却益 ※2 2,350 ―  116,198 

 ３．貸倒引当金戻入益  6,334 ―  4,685 

 ４．退職給付引当金戻入益  ― 433  ― 

 ５．その他  963 9,648 0.0 355 3,510 0.0 963 121,847 0.2

     

Ⅶ 特別損失     

 １．固定資産除却損 ※3 5,875 2,084  9,113 

 ２．減損損失 ※4 32,193 1,505,804  32,193 

 ３．アスベスト除去工事費用  ― 38,069 0.1 25,270 1,533,159 5.9 ― 41,307 0.1

   税金等調整前中間(当期)純利益
   又は純損失(△)  86,675 0.4 △1,194,761 △4.6  574,380 1.1

   法人税、住民税及び事業税  71,782 158,549  360,960 

   法人税等調整額  △28,432 43,349 0.2 △17,937 140,612 △0.5 △93,913 267,046 0.5

   中間(当期)純利益 
   又は純損失(△)   43,326 0.2 △1,335,374 △5.1  307,333 0.6
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 中間連結剰余金計算書  
 

（単位：千円） 
前中間連結会計期間 

自 平成 17 年 ６月 １日 

至 平成 17 年 11 月 30 日 

期  別 

 

科  目 
金 額 

（資本剰余金の部） 

Ⅰ 資本剰余金期首残高 587,917

Ⅱ 資本剰余金中間期末(期末)残高 587,917

 

（利益剰余金の部） 

Ⅰ 利益剰余金期首残高 7,844,120

Ⅱ 利益剰余金増加高 

   中間(当期)純利益 43,326 43,326

Ⅲ 利益剰余金減少高 

 １．配当金 74,835

 ２．役員賞与 6,000

（うち監査役賞与） (500) 80,835

Ⅳ 利益剰余金中間期末(期末)残高 7,806,611
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 中間連結株主資本等変動計算書  
 

当中間連結会計期間(自 平成 18 年６月１日 至 平成 18 年 11 月 30 日) 

(単位：千円) 

株主資本 
 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年５月31日残高 607,770 587,917 8,070,618 △3,051 9,263,255

中間連結会計期間中の変動額  

 剰余金の配当 ― ― △96,216 ― △96,216

 中間純損失 ― ― △1,335,374 ― △1,335,374

 自己株式の処分 ― 97 ― 112 210

中間連結会計期間中の変動額合計 ― 97 △1,431,591 112 △1,431,380

平成18年11月30日残高 607,770 588,015 6,639,027 △2,938 7,831,874

 

評価・換算差額等 
 

その他有価証券
評価差額金 

評価・換算 
差額等合計 

純資産合計 

平成18年５月31日残高 34,083 34,083 9,297,338

中間連結会計期間中の変動額 

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額) 5,825 5,825 ―

中間連結会計期間中の変動額合計 5,825 5,825 △1,425,555

平成18年11月30日残高 39,908 39,908 7,871,783
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前連結会計年度(自 平成 17 年６月１日 至 平成 18 年５月 31 日)

(単位：千円) 

株主資本 
 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成17年５月31日残高 607,770 587,917 7,844,120 △3,051 9,036,756

連結会計年度中の変動額  

 剰余金の配当 ― ― △74,835 ― △74,835

 役員賞与の支給 ― ― △6,000 ― △6,000

 当期純利益 ― ― 307,333 ― 307,333

連結会計年度中の変動額合計 ― ― 226,498 ― 226,498

平成18年５月31日残高 607,770 587,917 8,070,618 △3,051 9,263,255

 

評価・換算差額等 
 

その他有価証券
評価差額金 

評価・換算 
差額等合計 

純資産合計 

平成17年５月31日残高 △8,240 △8,240 9,028,516

連結会計年度中の変動額 

 株主資本以外の項目の連結会計 
 年度中の変動額(純額) 42,323 42,323 ―

連結会計年度中の変動額合計 42,323 42,323 268,821

平成18年５月31日残高 34,083 34,083 9,297,338

 



 中間連結キャッシュ・フロー計算書  
（単位：千円） 

前中間連結会計期間

自 平成 17 年 ６月 １日

至 平成 17 年 11 月 30 日

当中間連結会計期間 

自 平成 18 年 ６月 １日 

至 平成 18 年 11 月 30 日 

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ･フロー計算書
自 平成 17 年６月 １日 
至 平成 18 年５月 31 日 

期  別 
 
 
 
科  目 金 額 金 額 金 額 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー     

   税金等調整前中間(当期)純利益 
   又は純損失(△) 

 86,675 △1,194,761 574,380 

   減価償却費  56,635 50,057 120,261 

   減損損失  32,193 1,505,804 32,193 

   貸倒引当金の増減(△)額  △11,590 2,580 △9,945 

   退職給付引当金の増減(△)額  329 △33,393 △26,023 

   その他の引当金の増減(△)額  △17,320 △10,871 8,488 

   受取利息及び受取配当金  △31,356 △46,783 △74,325 

   支払利息  2,697 6,025 7,702 

   為替差損益(△)  △14 △180 △1,009 

   災害保険金収入  ― △2,721 ― 

   有価証券評価損  3,832 ― ― 

   投資有価証券評価損  ― 10,292 ― 

   有価証券償還損  ― 261 ― 

   投資有価証券売却益  △5,696 △5,916 ― 

   固定資産除却損  5,875 2,084 9,113 

   固定資産売却損益(△)  △2,350 ― △116,198 

   売上債権の増(△)減額  126,146 △354,805 607,516 

   たな卸資産の増(△)減額  △180,310 △61,847 145,488 

   仕入債務の増減(△)額  123,139 247,499 △502,934 

   未払消費税等の増減(△)額  55,580 △34,140 102,436 

   役員賞与の支払額  △6,000 ― △6,000 

   その他  △20,202 △31,820 41,347 

小   計  218,262 47,363 912,492 

     

   利息及び配当金の受取額  28,104 49,885 76,389 

   災害による保険金収入  ― 2,721 ― 

   利息の支払額  △3,320 △5,892 △7,083 

   法人税等の支払額  △63,279 △298,531 △130,131 

  営業活動によるキャッシュ・フロー  179,767 △204,452 851,666 
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（単位：千円） 

前中間連結会計期間

自 平成 17 年 ６月 １日

至 平成 17 年 11 月 30 日

当中間連結会計期間 

自 平成 18 年 ６月 １日 

至 平成 18 年 11 月 30 日 

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ･フロー計算書
自 平成 17 年６月 １日 
至 平成 18 年５月 31 日 

期  別 
 
 
 
科  目 金 額 金 額 金 額 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー     

   定期預金の預入による支出  △100,000 ― △100,000 

   定期預金の払戻による収入  ― ― 300,000 

   有価証券の取得による支出  △701,968 △1,505,931 △2,105,872 

   有価証券の売却・償還による収入  501,320 1,707,108 1,804,694 

   有形固定資産の取得による支出  △5,774 △19,502 △17,504 

   有形固定資産の売却による収入  21,500 ― 211,500 

   無形固定資産の取得による支出  ― △2,727 △135 

   投資有価証券の取得による支出  △32,295 △120,497 △64,428 

   投資有価証券の売却・償還による収入 202,988 ― 381,069 

   短期貸付金の貸付による支出  △30,738 △31,988 △63,311 

   短期貸付金の回収による収入  37,011 31,988 69,718 

   長期貸付金の貸付による支出  △571 △301 △1,330 

   長期貸付金の回収による収入  997 465 2,386 

   土地売却手付金の受取による収入  19,000 ― ― 

   保険積立金の解約による収入  47,808 23,349 47,808 

   その他  2,591 155 2,686 

  投資活動によるキャッシュ・フロー  △38,130 82,118 467,281 

     

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー     

   短期借入金純増減(△)額  300,000 ― 300,000 

   自己株式の売却による収入  ― 210 ― 

   配当金の支払額  △74,602 △95,782 △74,914 

   ﾌｧｲﾅﾝｽ･ﾘｰｽ債務の返済による支出 ※2 △6,040 △17,495 △23,358 

  財務活動によるキャッシュ・フロー  219,356 △113,066 201,727 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  526 180 1,228 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減(△)額  361,520 △235,220 1,521,904 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  3,143,816 4,665,721 3,143,816 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 ※1 3,505,336 4,430,501 4,665,721 
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 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項  
 

前中間連結会計期間 

自 平成17年６月１日 

至 平成17年11月30日 

当中間連結会計期間 

自 平成18年６月１日 

至 平成18年11月30日 

前連結会計年度 

自 平成17年６月１日 

至 平成18年５月31日 

１．連結の範囲に関する事項 

 子会社は全て連結しておりま

す。 

連結子会社名 

 株式会社エバース 

 常盤ピーシーオー株式会社 

 ディー・エス・シー株式会社 

１．連結の範囲に関する事項 

同  左 

１．連結の範囲に関する事項 

同  左 

２．持分法の適用に関する事項 

 ① 持分法適用の非連結子会社 

  該当事項はありません。 

 ② 持分法適用の関連会社 

  該当事項はありません。 

 ③ 持分法を適用していない非連

結子会社 

  該当事項はありません。 

 ④ 持分法を適用していない関連

会社 

  該当事項はありません。 

２．持分法の適用に関する事項 

 ① 持分法適用の非連結子会社 

同  左 

 ② 持分法適用の関連会社 

同  左 

 ③ 持分法を適用していない非連結

子会社 

同  左 

 ④ 持分法を適用していない関連会

社 

同  左 

２．持分法の適用に関する事項 

 ① 持分法適用の非連結子会社 

同  左 

 ② 持分法適用の関連会社 

同  左 

 ③ 持分法を適用していない非連結

子会社 

同  左 

 ④ 持分法を適用していない関連会

社 

同  左 

３．連結子会社の中間決算日等に関す

る事項 

 連結子会社の中間決算日は、以下

のとおりであります。 

株式会社エバース………８月 31 日 

常盤ピーシーオー株式会社 

………９月 30 日 

ディー・エス・シー株式会社 

………９月 30 日 

 中間連結財務諸表の作成にあた
っては、親会社の中間決算日と異な
る連結子会社については各社の中
間財務諸表を基礎としております
が、中間連結決算日との間に生じた
重要な取引については、連結上必要
な調整を行うこととしております。 

３．連結子会社の中間決算日等に関す

る事項 

同  左 

３．連結子会社の決算日等に関する事

項 

 連結子会社の決算日は、以下のとお

りであります。 

株式会社エバース………２月末日 

常盤ピーシーオー株式会社 

………３月31日

ディー・エス・シー株式会社 

………３月31日

 連結財務諸表の作成にあたっては、
親会社の決算日と異なる連結子会社
については各社の決算財務諸表を基
礎としておりますが、連結決算日との
間に生じた重要な取引については、連
結上必要な調整を行うこととしてお
ります。 

４．会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価

方法 

  ① 有価証券 
    その他有価証券 

    時価のあるもの 

…中間連結会計期間末日
の市場価格等に基づく
時価法(評価差額は全
部資本直入法により処
理し、売却原価は移動
平均法により算定) 

    時価のないもの 

…移動平均法による原価
法 

  ② デリバティブ取引 

    時価法 

  ③ たな卸資産 

    月次総平均法による原価法 

４．会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価

方法 

  ① 有価証券 
    その他有価証券 

    時価のあるもの 

…中間連結会計期間末日
の市場価格等に基づく
時価法(評価差額は全
部純資産直入法により
処理し、売却原価は移
動平均法により算定) 

    時価のないもの 

同  左 
 

  ② デリバティブ取引 

同  左 

  ③ たな卸資産 

同  左 

４．会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価

方法 

  ① 有価証券 
    その他有価証券 

    時価のあるもの 

…連結会計年度末日の市
場価格等に基づく時価
法(評価差額は全部純資
産直入法により処理し、
売却原価は移動平均法
により算定) 

    時価のないもの 

同  左 
 

  ② デリバティブ取引 

同  左 

  ③ たな卸資産 

同  左 
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前中間連結会計期間 

自 平成17年６月１日 

至 平成17年11月30日 

当中間連結会計期間 

自 平成18年６月１日 

至 平成18年11月30日 

前連結会計年度 

自 平成17年６月１日 

至 平成18年５月31日 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却

の方法 

  ① 有形固定資産 

定率法 

 ただし、平成 10 年４月１

日以降に取得した建物（建物

附属設備を除く）については

定額法によっております。な

お、主な耐用年数は以下のと

おりであります。 

 建物及び構築物 28～50年 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却

の方法 

  ① 有形固定資産 

同  左 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却

の方法 

  ① 有形固定資産 

同  左 

  ② 無形固定資産 

定額法 

 ただし、ソフトウェア(自

社利用)については、社内に

おける見込利用可能期間(５

年)に基づく定額法によって

おります。 

  ② 無形固定資産 

同  左 

  ② 無形固定資産 

同  左 

 (3) 重要な引当金の計上基準 

  ① 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失

に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性

を検討し、回収不能見込額を

計上しております。 

 (3) 重要な引当金の計上基準 

  ① 貸倒引当金 

同  左 

 (3) 重要な引当金の計上基準 

  ① 貸倒引当金 

同  左 

  ② 賞与引当金 

 従業員に対して支給する

賞与の支出に充てるため、将

来の支給見込額のうち当中

間連結会計期間の負担額を

計上しております。 

  ② 賞与引当金 

同  左 

  ② 賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞

与の支出に充てるため、将来

の支給見込額のうち当連結会

計年度の負担額を計上してお

ります。 

  ③ 返品調整引当金 

 販売した商品の返品に備

えるため、将来の返品に伴う

損失見込額を計上しており

ます。 

  ③ 返品調整引当金 

同  左 

  ③ 返品調整引当金 

同  左 

  ④ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき、当

中間連結会計期間末におい

て発生していると認められ

る額を計上しております。 

 数理計算上の差異は、発生

時の従業員の平均残存勤務

期間内の一定の年数(10年)

による定額法により、それぞ

れ発生の翌連結会計年度か

ら損益処理することとして

おります。 

  ④ 退職給付引当金 

同  左 

  ④ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき計上して

おります。 

 数理計算上の差異は、各連

結会計年度の発生時の従業員

の平均残存勤務期間内の一定

の年数(10年)による定額法に

より按分した額を、それぞれ

発生の翌連結会計年度から損

益処理することとしておりま

す。 
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前中間連結会計期間 

自 平成17年６月１日 

至 平成17年11月30日 

当中間連結会計期間 

自 平成18年６月１日 

至 平成18年11月30日 

前連結会計年度 

自 平成17年６月１日 

至 平成18年５月31日 

  ⑤ 役員退職慰労引当金 

 親会社の役員の退職慰労

金の支出に備えるため、内規

に基づく中間連結会計期末

要支給額相当額を計上して

おります。 

  ⑤ 役員退職慰労引当金 

同  左 

  ⑤ 役員退職慰労引当金 

 親会社の役員の退職慰労金

の支出に備えるため、内規に基

づく連結会計年度末要支給額

相当額を計上しております。 

 (4) 重要な外貨建資産又は負債の

本邦通貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間

連結会計期間末日の直物為替

相場により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理してお

ります。 

 (4) 重要な外貨建資産又は負債の本

邦通貨への換算の基準 

同  左 

 (4)     ―――― 

 (5) 重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処

理によっております。 

 (5) 重要なリース取引の処理方法 

同  左 

 (5) 重要なリース取引の処理方法 

同  左 

５．その他中間連結財務諸表作成のた

めの重要な事項 
 (1) 消費税等の会計処理方法 

 税抜方式によっております。 

 (2) 税金計算上の諸準備金の取扱

い 

 中間連結会計期間に係る納

付税額及び法人税等調整額は、

当期において予定している利

益処分による圧縮積立金の取

崩しを前提として、当中間連結

会計期間に係る金額を計算し

ております。 

５．その他中間連結財務諸表作成のた

めの重要な事項 
 (1) 消費税等の会計処理方法 

同  左 
 (2) 税金計算上の諸準備金の取扱い

同  左 

５．その他中間連結財務諸表作成のた

めの重要な事項 
 (1) 消費税等の会計処理方法 

同  左 
 (2)     ―――― 

６．中間連結キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金(現金及び現金

同等物)は、手許現金、随時引出

し可能な預金及び容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない

取得日から３か月以内に償還期

限の到来する短期投資からなっ

ております。 

６．中間連結キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

同  左 

６．連結キャッシュ・フロー計算書に

おける資金の範囲 

 連結キャッシュ・フロー計算書に

おける資金(現金及び現金同等物)

は、手許現金、随時引出し可能な預

金及び容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３か月

以内に償還期限の到来する短期投

資からなっております。 
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 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  
 

前中間連結会計期間 

自 平成17年６月１日 

至 平成17年11月30日 

当中間連結会計期間 

自 平成18年６月１日 

至 平成18年11月30日 

前連結会計年度 

自 平成17年６月１日 

至 平成18年５月31日 

（固定資産の減損に係る会計基準） 
 当中間連結会計期間より、「固定資産
の減損に係る会計基準」（「固定資産の
減損に係る会計基準の設定に関する意
見書」（企業会計審議会 平成14年８月
９日））及び「固定資産の減損に係る会
計基準の適用指針」（企業会計基準適用
指針第６号 平成15年10月31日）を適
用しております。 
 これにより税金等調整前中間純利益
は32,193千円減少しております。 
 なお、減損損失累計額については、
改正後の中間連結財務諸表規則に基づ
き各資産の金額から直接控除しており
ます。 

――――― (固定資産の減損に係る会計基準） 
 当連結会計年度より、固定資産の減
損に係る会計基準(「固定資産の減損に
係る会計基準の設定に関する意見書」
(企業会計審議会 平成14年８月９
日))及び「固定資産の減損に係る会計
基準の適用指針」(企業会計基準適用指
針第６号 平成15年10月31日)を適用
しております。 
 これにより税金等調整前当期純利益
は32,193千円減少しております。 
 なお、減損損失累計額については、
改正後の連結財務諸表規則に基づき各
資産の金額から直接控除しておりま
す。 

――――― ――――― (役員賞与に関する会計基準） 
 役員賞与については、従来は利益処
分により未処分利益の減少として会計
処理しておりましたが、当連結会計年
度より、「役員賞与に関する会計基準」
(企業会計基準委員会 平成17年11月
29日 企業会計基準第４号)を適用し、
発生時に費用処理することとしており
ます。 
 これに伴い、当連結会計年度中に確
定した役員賞与8,000千円を未払金と
して計上したことにより、営業利益、
経常利益及び税金等調整前当期純利益
は、同額減少しております。 

――――― ――――― (貸借対照表の純資産の部の表示に関
する会計基準等） 
(自己株式及び準備金の額の減少等に
関する会計基準等の一部改正) 
 当連結会計年度より、「貸借対照表の
純資産の部の表示に関する会計基準」
(企業会計基準委員会 平成17年12月
９日 企業会計基準第５号)及び「貸借
対照表の純資産の部の表示に関する会
計基準等の適用指針」(企業会計基準委
員会 平成17年12月９日 企業会計基
準適用指針第８号)並びに改正後の「自
己株式及び準備金の額の減少等に関す
る会計基準」(企業会計基準委員会 最
終改正平成17年12月27日 企業会計基
準第１号)及び「自己株式及び準備金の
額の減少等に関する会計基準の適用指
針」(企業会計基準委員会 最終改正平
成17年12月27日 企業会計基準適用指
針第２号)を適用しております。 
 これによる損益に与える影響はあり
ません。 
 従来の「資本の部」の合計に相当す
る金額は9,297,338千円であります。 
 なお、連結財務諸表規則の改正によ
り、当連結会計年度における連結財務
諸表は、改正後の連結財務諸表規則に
より作成しております 
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 表示方法の変更  
 

前中間連結会計期間 

自 平成17年６月１日 

至 平成17年11月30日 

当中間連結会計期間 

自 平成18年６月１日 

至 平成18年11月30日 

（中間連結損益計算書） 

 「受取地代家賃」は、前中間連結会計期間まで営業外収

益の「その他」に含めて表示しておりましたが、営業外収

益の総額の100分の10を超えたため区分掲記しました。 

――――― 

 なお、前中間連結会計期間における「受取地代家賃」の

金額は12,170千円であります。 
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 注 記 事 項  
 

（中間連結貸借対照表関係） 

 
前中間連結会計期間末 

（平成 17 年 11 月 30 日現在） 

当中間連結会計期間末 

（平成 18 年 11 月 30 日現在） 

前連結会計年度末 

（平成 18 年５月 31 日現在） 

※１ 減価償却累計額は 

3,418,891 千円であります。 

※１ 減価償却累計額は 

3,477,595 千円であります。 

※１ 減価償却費累計額は 

3,451,729 千円であります。 

※２ (担保に提供している資産) 

建物及び構築物 14,957 千円 

土地 75,071 千円 

投資有価証券 53,803 千円 

計 143,833 千円 

  

※２ (担保に提供している資産) 

建物及び構築物 14,501 千円

土地 75,071 千円

投資有価証券 10,016 千円

計 99,589 千円

  

※２ (担保に提供している資産) 

建物及び構築物 14,359 千円

土地 75,071 千円

投資有価証券 50,899 千円

計 140,331 千円

  

 (上記に対応する債務) 

支払手形及び買掛金 

3,402,486 千円 

  

 (上記に対応する債務) 

支払手形及び買掛金 

2,719,087 千円

  

 (上記に対応する債務) 

支払手形及び買掛金 

2,931,537 千円

  

 

（中間連結損益計算書関係） 

 
前中間連結会計期間 

自 平成 17 年 ６月 １日 

至 平成 17 年 11 月 30 日 

当中間連結会計期間 

自 平成 18 年 ６月 １日 

至 平成 18 年 11 月 30 日 

前連結会計年度 

自 平成 17 年６月 １日 

至 平成 18 年５月 31 日 

※１  販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のとお

りであります。 

給与 970,348 千円 

賞与引当金繰入額 136,249 千円 

退職給付費用 95,074 千円 
役員退職慰労 
引当金繰入額 

5,109 千円 
  

※１  販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のとお

りであります。 

給与 947,576 千円

賞与引当金繰入額 156,643 千円

退職給付費用 60,382 千円

役員退職慰労 
引当金繰入額 

4,207 千円

  

※１  販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のとお

りであります。 

給与 1,911,409 千円

賞与引当金繰入額 156,467 千円

退職給付費用 193,656 千円

役員退職慰労 
引当金繰入額 

9,199 千円

  
※２  固定資産売却益は土地の売却

によるものであります。 

※２ ――――― ※２  固定資産売却益は土地の売却

によるものであります。 

※３  固定資産除却損の主なもの

は、旧呉営業所の事務所の間仕

切の解体及び本社物流センター

のコンベアライン解体、撤去に

係る費用であります。 

※３  固定資産除却損の主なもの

は、萩出張所の従業員寮を老朽

化のために解体した費用であり

ます。 

※３  固定資産除却損の主なもの

は、旧呉営業所の事務所の間仕

切の解体及び本社物流センター

のコンベアライン解体、撤去に

係る費用であります。 

※４ 減損損失 

 当中間連結会計期間において、

以下の資産グループについて減

損損失を計上しております。 

用途 種類 場所 損失額 

事業用 
資産 

建物、 
ﾘｰｽ資産等 

福岡県 
久留米市 

4,617 千円 

遊休 
資産 

土地 
山口県 
宇部市 

27,576 千円 

 当社は、事業用資産について

管理会計上の区分を基礎とし

て、原則として事業所単位で、

遊休資産は個別物件単位でグル

ーピングを行っております。ま

た、連結子会社は、各社を一つ

の単位としてグルーピングを行

っております。 

※４ 減損損失 

 当中間連結会計期間において、

以下の資産グループについて減

損損失を計上しております。 

用途 種類 場所 損失額 

子会社㈱
エバース
事業用 
資産 

土地、
建物等

山口県
宇部市

1,488,174千円

遊休 
資産 

土地、
建物 

福岡県
飯塚市

 17,629 千円

 当社は、事業用資産について

管理会計上の区分を基礎とし

て、原則として事業所単位で、

遊休資産は個別物件単位でグル

ーピングを行っております。ま

た、連結子会社は、各社を一つ

の単位としてグルーピングを行

っております。 

※４ 減損損失 

 当連結会計年度において、以

下の資産グループについて減損

損失を計上しております。 

用途 種類 場所 損失額 

事業用 
資産 

建物、 
ﾘｰｽ資産等 

福岡県
久留米市

4,617 千円

遊休 
資産 

土地 
山口県
宇部市

27,576 千円

 当社は、事業用資産について

管理会計上の区分を基礎とし

て、原則として事業所単位で、

遊休資産は個別物件単位でグル

ーピングを行っております。ま

た、連結子会社は、各社を一つ

の単位としてグルーピングを行

っております。 
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前連結会計年度 前中間連結会計期間 

自 平成 17 年 ６月 １日 

至 平成 17 年 11 月 30 日 

当中間連結会計期間 

自 平成 18 年 ６月 １日 

至 平成 18 年 11 月 30 日 

自 平成 17 年６月 １日 

至 平成 18 年５月 31 日 

  事業用資産については、営業

赤字が継続しており、かつ短期

間に業績の回復が見込まれない

ことから、帳簿価額を回収可能

価額まで減額し、当該減少額を

減損損失として特別損失に計上

しております。その内訳は、建

物1,089千円、リース資産3,071

千円及びその他457千円であり

ます。なお、当該資産グループ

の回収可能価額は、合理的な測

定が困難であることから、リー

ス資産についてはゼロ、その他

については備忘価額としており

ます。 

 遊休資産については、将来の

具体的な利用計画がなく、かつ

地価が帳簿価額を著しく下回っ

ていると見られることから、帳

簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失とし

て特別損失に計上しておりま

す。その内訳は、土地27,576千

円であります。なお、当該資産

の回収可能価額は、その立地条

件から処分が容易でないと見ら

れることを勘案し、備忘価額と

しております。 

  子会社(㈱エバース)の事業用

資産については、営業赤字が継

続しており、かつ短期間に業績

の回復が見込まれないことか

ら、帳簿価額を回収可能価額ま

で減額し、当該減少額を減損損

失として特別損失に計上してお

ります。その内訳は、土地

1,097,350千円、建物265,657千

円、構築物94,714千円、機械装

置9,520千円、リース資産9,505

千円及びその他11,425千円であ

ります。なお、当該資産グルー

プの回収可能価額は、正味売却

価額により測定しており、不動

産鑑定評価額に基づき評価して

おります。 

 遊休資産については、将来の

具体的な利用計画がなく、かつ

地価が帳簿価額を著しく下回っ

ていると見られることから、帳

簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失とし

て特別損失に計上しておりま

す。その内訳は、土地14,874千

円及び建物2,755千円でありま

す。なお、当該資産の回収可能

価額は、正味売却価額により測

定しており、固定資産税評価額

に基づき評価しております。 

  事業用資産については、営業

赤字が継続しており、かつ短期

間に業績の回復が見込まれな

いことから、帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、当該減少額

を減損損失として特別損失に

計上しております。その内訳

は、建物1,089千円、リース資

産3,071千円及びその他457千

円であります。なお、当該資産

グループの回収可能価額は、合

理的な測定が困難であること

から、リース資産についてはゼ

ロ、その他については備忘価額

としております。 

 遊休資産については、将来の

具体的な利用計画がなく、かつ

地価が帳簿価額を著しく下回

っていると見られることから、

帳簿価額を回収可能価額まで

減額し、当該減少額を減損損失

として特別損失に計上してお

ります。その内訳は、土地

27,576千円であります。なお、

当該資産の回収可能価額は、そ

の立地条件から処分が容易で

ないと見られることを勘案し、

備忘価額としております。 
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(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

 

当中間連結会計期間 

自 平成 18 年 ６月 １日 

至 平成 18 年 11 月 30 日 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 前連結会計年度末 

株式数(株) 

当中間連結会計期間

増加株式数(株) 

当中間連結会計期間

減少株式数(株) 

当中間連結会計期間末

株式数(株) 

発行済株式 

 普通株式 10,701,600 ― ― 10,701,600

合計 10,701,600 ― ― 10,701,600

自己株式 

 普通株式 10,832 ― 400 10,432

合計 10,832 ― 400 10,432

(変動事由の概要) 

 自己株式の減少数の主な内訳は、次のとおりであります。 

  買増請求に対する単元未満株式の売り渡しによる減少 400株 
  

２．当中間連結会計期間中に行った剰余金の配当に関する事項 

  平成18年８月29日開催の第53回定時株主総会において、次のとおり決議しております。 

  ・普通株式の配当に関する事項 

(1) 配当金の総額 96,216千円

(2) １株当たり配当額 ９円

(3) 基準日 平成18年５月31日

(4) 効力発生日 平成18年８月30日
  

３．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間連結会計期間後となる剰余金の配

当に関する事項 

   該当事項はありません。 
  

 

前連結会計年度 

自 平成 17 年６月 １日 

至 平成 18 年５月 31 日 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 前連結会計年度末 

株式数(株) 

当連結会計年度 

増加株式数(株) 

当連結会計年度 

減少株式数(株) 

当連結会計年度末 

株式数(株) 

発行済株式 

 普通株式 10,701,600 ― ― 10,701,600

合計 10,701,600 ― ― 10,701,600

自己株式 

 普通株式 10,832 ― ― 10,832

合計 10,832 ― ―
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10,832
  

２．当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項 

  平成17年８月30日開催の第52回定時株主総会において、次のとおり決議しております。 

  ・普通株式の配当に関する事項 

(1) 配当金の総額 74,835千円

(2) １株当たり配当額 ７円

(3) 基準日 平成17年５月31日

(4) 効力発生日 平成17年８月31日
  

３．基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となる剰余金の配当に関す

る事項 

  平成18年８月29日開催の第53回定時株主総会において、次のとおり決議しております。 

  ・普通株式の配当に関する事項 

(1) 配当金の総額 96,216千円

(2) 配当の原資 利益剰余金

(3) １株当たり配当額 ９円

(4) 基準日 平成18年５月31日

(5) 効力発生日 平成18年８月30日
   



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 
 

前中間連結会計期間 

自 平成 17 年 ６月 １日 

至 平成 17 年 11 月 30 日 

当中間連結会計期間 

自 平成 18 年 ６月 １日 

至 平成 18 年 11 月 30 日 

前連結会計年度 

自 平成 17 年６月 １日 

至 平成 18 年５月 31 日 

※１ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高

と連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 

 

（平成 17 年 11 月 30 日現在） 

現金及び 
預金勘定 

3,896,304 千円 

有価証券勘定に 
含まれるﾏﾈｰ･ﾏﾈ 
ｼﾞﾒﾝﾄ･ﾌｧﾝﾄﾞ等 
 

9,032 千円 

預入期間が３ヶ 
月を超える定期 
預金 

△400,000 千円 

現金及び 
現金同等物 

3,505,336 千円 

  

（平成 18 年 11 月 30 日現在）

現金及び 
預金勘定 

4,526,614 千円

有価証券勘定に
含まれるﾏﾈｰ･ﾏﾈ
ｼﾞﾒﾝﾄ･ﾌｧﾝﾄﾞ等 
 

3,886 千円

預入期間が３ヶ
月を超える定期
預金 

△100,000 千円

現金及び 
現金同等物 

4,430,501 千円

  

（平成 18 年５月 31 日現在）

現金及び 
預金勘定 

4,764,338 千円

有価証券勘定に 
含まれるﾏﾈｰ･ﾏﾈ 
ｼﾞﾒﾝﾄ･ﾌｧﾝﾄﾞ等 
 

1,382 千円

預入期間が３ヶ 
月を超える定期 
預金 

△100,000 千円

現金及び 
現金同等物 

4,665,721 千円

  

※２     ――――― ※２     ――――― ※２ 当連結会計年度にあらたに計上

したファイナンス・リース取引に

係る資産及び負債の金額は、有形

固定資産(器具備品)16,620 千円、

無 形 固 定 資 産 ( ソ フ ト ウ ェ

ア)155,379 千円及びリース債務

181,060 千円であります。 
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 リース取引関係  
 

前中間連結会計期間 

自 平成 17 年 ６月 １日 

至 平成 17 年 11 月 30 日 

当中間連結会計期間 

自 平成 18 年 ６月 １日 

至 平成 18 年 11 月 30 日 

前連結会計年度 

自 平成 17 年６月 １日 

至 平成 18 年５月 31 日 

 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額、減損損失累計

額相当額及び中間期末残高相当額 

 取得価額

相当額 

減価償却
累計額 
相当額 

減損損失
累計額
相当額

中間期末
残高 
相当額 

千円 千円 千円 千円 有形固定資産 

「その他」 

（器具及び備品）
356,742 167,154 1,547 188,041 

有形固定資産 

「その他」 

（機械装置及び 

 運搬具） 

143,624 71,659 1,523 70,440 

無形固定資産 

（ｿﾌﾄｳｪｱ） 
30,101 15,497 ― 14,604 

合 計 530,469 254,311 3,071 273,086 

  

① リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額、減損損失累計額相

当額及び中間期末残高相当額 

 取得価額

相当額

減価償却
累計額
相当額

減損損失
累計額
相当額

中間期末
残高
相当額

千円 千円 千円 千円有形固定資産

「その他」 

（器具及び備品）
423,079 238,602 1,547 182,929

有形固定資産

「その他」 

（機械装置及び

 運搬具） 

146,012 76,217 11,028 58,766

無形固定資産

（ｿﾌﾄｳｪｱ） 
31,001 21,637 ― 9,364

合 計 600,094 336,457 12,576 251,060

  

① リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額、減損損失累計

額相当額及び期末残高相当額 

 取得価額

相当額 

減価償却
累計額 
相当額 

減損損失
累計額
相当額

期末残高
相当額

千円 千円 千円 千円有形固定資産 

「その他」 

（器具及び備品）
418,630 204,363 1,547 212,718

有形固定資産 

「その他」 

（機械装置及び 

 運搬具） 

145,197 77,257 1,523 66,416

無形固定資産 

（ｿﾌﾄｳｪｱ） 
31,001 18,537 ― 12,464

合 計 594,829 300,158 3,071 291,599

  

② 未経過リース料中間期末残高相当

額等 

  未経過リース料中間期末残高相当額 

１年内 100,326 千円 

１年超 181,159 千円 

合 計 281,485 千円 

 
リース資産減損勘定 
の残高 

2,484 千円 

  

② 未経過リース料中間期末残高相当

額等 

  未経過リース料中間期末残高相当額 

１年内 100,080 千円

１年超 168,605 千円

合 計 268,685 千円

 
リース資産減損勘定
の残高 

8,414 千円

  

② 未経過リース料期末残高相当額及

びリース資産減損勘定期末残高 

  未経過リース料期末残高相当額 

 １年内 110,369 千円

 １年超 189,627 千円

 合 計 299,997 千円

 
リース資産減損勘定
の残高 

1,636千円

  

③ 支払リース料、リース資産減損勘

定の取崩額、減価償却費相当額、支

払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 56,660 千円 
リース資産減損勘 
定の取崩額 

586 千円 

減価償却費相当額 53,717 千円 

支払利息相当額 2,988 千円 

減損損失 3,071 千円 

  

③ 支払リース料、リース資産減損勘定

の取崩額、減価償却費相当額、支払利

息相当額及び減損損失 

支払リース料 61,017 千円
リース資産減損勘
定の取崩額 

2,727 千円

減価償却費相当額 57,822 千円

支払利息相当額 2,941 千円

減損損失 9,505 千円

  

③ 支払リース料、リース資産減損勘

定の取崩額、減価償却費相当額、支

払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 108,332 千円
リース資産減損勘 
定の取崩額 

1,434 千円

減価償却費相当額 102,760 千円

支払利息相当額 5,569 千円

減損損失 3,071 千円

  

④ 減価償却費相当額及び利息相当額

の算定方法 

 

④ 減価償却費相当額及び利息相当額

の算定方法 

 

④ 減価償却費相当額及び利息相当額

の算定方法 

 

  減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。 

 

  減価償却費相当額の算定方法 

同  左 

  減価償却費相当額の算定方法 

同  左 

  利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。 

 

  利息相当額の算定方法   利息相当額の算定方法 

同  左 同  左 
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 セグメント情報  
 

１． 事業の種類別セグメント情報 
前中間連結会計期間(自平成 17 年６月１日 至平成 17 年 11 月 30 日)、当中間連結会計期間(自平成 18 年６月１日 

至平成 18 年 11 月 30 日)及び前連結会計年度(自平成 17 年６月１日 至平成 18 年５月 31 日) 

事業の種類として「医薬品等卸売事業」及び「その他の事業」に区分しておりますが、全セグメントの売上高

の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額に占める「医薬品等卸売事業」の割合がいずれも 90％を超えて

いるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

 

２． 所在地別セグメント情報 
前中間連結会計期間(自平成 17 年６月１日 至平成 17 年 11 月 30 日)、当中間連結会計期間(自平成 18 年６月１日 

至平成 18 年 11 月 30 日) 及び前連結会計年度(自平成 17 年６月１日 至平成 18 年５月 31 日) 

 在外子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

 

３． 海外売上高 
前中間連結会計期間(自平成 17 年６月１日 至平成 17 年 11 月 30 日)、当中間連結会計期間(自平成 18 年６月１日 

至平成 18 年 11 月 30 日) 及び前連結会計年度(自平成 17 年６月１日 至平成 18 年５月 31 日) 

 海外売上高はないため、該当事項はありません。 

 



 生産、受注及び販売の状況  
 

１． 生産実績 
当中間連結会計期間(自平成 18 年６月１日 至平成 18 年 11 月 30 日) 

 当社グループは生産を行っておりませんので、該当事項はありません。 

 

２． 受注状況 
当中間連結会計期間(自平成 18 年６月１日 至平成 18 年 11 月 30 日)

 当社グループは受注生産を行っておりませんので、該当事項はありません。 

 

３． 販売実績 
当中間連結会計期間(自平成 18 年６月１日 至平成 18 年 11 月 30 日) 

 当中間連結会計期間における販売実績を事業区分別に示すと、次のとおりであります。 

(単位：百万円) 

前中間連結会計期間 

自 平成 17 年 ６月 １日 

至 平成 17 年 11 月 30 日 

当中間連結会計期間 

自 平成 18 年 ６月 １日 

至 平成 18 年 11 月 30 日 

30 

前連結会計年度 

自 平成 17 年６月 １日 

至 平成 18 年５月 31 日 

期 

 

 

区分 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 

  ％  ％  ％ 

医療用医薬品事業 22,186 84.1 22,181 84.6 44,324 84.3 

一般用医薬品事業 1,090 4.2 930 3.6 2,040 3.9 

試薬事業 660 2.5 603 2.3 1,287 2.5 

医療器械・用具事業 1,926 7.3 2,078 7.9 3,985 7.6 

小  計 25,863 98.1 25,794 98.4 51,639 98.3 

その他事業 509 1.9 421 1.6 911 1.7 

合  計 26,373 100.0 26,215 100.0 52,550 100.0 

(注)1. 上記金額には、消費税等を含んでおりません。 

  2. 総販売実績に対して、10％以上に該当する販売先はありません。 
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 有 価 証 券  
 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

(単位：千円) 

前中間連結会計期間末 

(平成 17 年 11 月 30 日現在) 

当中間連結会計期間末 

(平成 18 年 11 月 30 日現在)

前連結会計年度末 

(平成 18 年５月 31 日現在) 
区分 

取得原価 
中間連結
貸借対照
表計上額 

差額 取得原価
中間連結
貸借対照
表計上額

差額 取得原価 
連結貸借
対照表計
上額 

差額 

(1)株式 297,586 331,129 33,542 317,389 365,617 48,228 296,739 339,033 42,294

(2)債券   

 ①国債・地方債等 ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ②社債 ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ③その他 214,123 229,640 15,517 114,123 132,352 18,229 114,123 130,765 16,642

(3)その他 265,648 264,675 △972 130,000 120,814 △9,186 130,358 129,211 △1,146

合   計 777,357 825,445 48,087 561,512 618,783 57,271 541,220 599,010 57,789

 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

（単位：千円） 

区分 
前中間連結会計期間末 

(平成 17 年 11 月 30 日現在)

当中間連結会計期間末 

(平成 18 年 11 月 30 日現在)

前連結会計年度末 

(平成 18 年５月 31 日現在)

その他有価証券    

(1)非上場株式 34,248 29,248 29,248 

(2)外貨建ＭＭＦ 9,032 3,886 1,382 
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 デリバティブ取引関係  
 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

 

複合金融商品関連                                       （単位：千円） 

前中間連結会計期間 

(平成 17 年 11 月 30 日現在) 

当中間連結会計期間 

(平成 18 年 11 月 30 日現在) 

前連結会計年度 

(平成 18 年５月 31 日現在) 
契約額等 契約額等 契約額等 

区分 種類 

 うち１年超 
時価 評価損益

 うち１年超
時価 評価損益

 うち１年超 
時価 評価損益

日経平均 
株価連動 
利付債 

35,000 ― 35,341 341 100,000 100,000 90,310 9,690 ― ― ― ―市場取引 

以外の 
取引 他社株転 

換社債等 
200,648 ― 197,405 △3,242 ― ― ― ― 100,358 ― 100,960 602

合  計 235,648 ― 232,746 △2,901 100,000 100,000 90,310 9,690 100,358 ― 100,960 602

(注)1. 時価の算定方法・取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。 

  2. 時価は測定可能ですが、組込デリバティブを合理的に区分して測定できないため、当該複合金融商品全体を

時価評価し、評価損益を各々の会計年度の損益に計上しております。 

  3. 契約額等には、当該複合金融商品(他社株転換社債等)の額面金額を記載しております。 

 



 １株当たり情報  
 

前中間連結会計期間 

自 平成 17 年 ６月 １日 

至 平成 17 年 11 月 30 日 

当中間連結会計期間 

自 平成 18 年 ６月 １日 

至 平成 18 年 11 月 30 日 

前連結会計年度 

自 平成 17 年６月 １日 

至 平成 18 年５月 31 日 
 
１株当たり純資産額 844.64 円 

１株当たり中間純利益 4.05 円 

 潜在株式調整後１株当たり中間純利

益については、潜在株式がないため記

載しておりません。 

 

 
１株当たり純資産額 736.29 円

１株当たり中間純損失 △124.91 円

 潜在株式調整後１株当たり中間純利

益については、１株当たり中間純損失

であり、また、潜在株式がないため記

載しておりません。 

 

 
１株当たり純資産額 869.66 円

１株当たり当期純利益 28.75 円

 潜在株式調整後１株当たり当期純利

益については、潜在株式がないため記

載しておりません。 

(追加情報) 

 当連結会計年度から、改正後の「１

株当たり当期純利益に関する会計基

準」(企業会計基準委員会 最終改正平

成 18 年１月 31 日 企業会計基準第２

号)及び「１株当たり当期純利益に関す

る会計基準の適用指針」(企業会計基準

委員会 最終改正平成 18 年１月 31 日

企業会計基準適用指針第４号)を適用

しております。 

 これによる影響はありません。 

 

(注) １株当たり中間(当期)純利益又は純損失(△)の算定上の基礎 

 

 

前中間連結会計期間 

自平成 17 年 ６月 １日

至平成 17 年 11 月 30 日

当中間連結会計期間 

自平成 18 年 ６月 １日 

至平成 18 年 11 月 30 日 

前連結会計年度 

自平成 17 年６月 １日 

至平成 18 年５月 31 日 

中間(当期)純利益(千円) 43,326 △1,335,374 307,333 

普通株式に係る中間(当期)純利益(千円) 43,326 △1,335,374 307,333 

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ― ― 

普通株式の期中平均株式数(株) 10,690,768 10,690,938 10,690,768 
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